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循環型地域社会形成と環境会計

宮 地 晃 輔 （富山商船高等専門学校）

Ｉ 循環型社会の形成にむけて

持続可能な開発がいわれるよう になって かなりの 時問 が経過 している。持続可能な開発と は、

「将来の世代の欲求 を充たしつつ、現在の世代の欲 求も満 足させるような開発」
１〕と理解 されて

いる。 地球規模での自然環境破壊や急速な気候変動、 こ れに伴う人間 の生存環 境への脅威 に対

し、 一国内の問題にしても国際的協調の間題にしてもその対策の遅れ は、 現在、 許 されない状

況までにきていると考える。 本稿では、 持続可能な開発の実現に向けて、 循環型杜会の 間題 を

対 象 に 考 察 を 行 う。 そ し て 考 察 を 行 う に あ た り、 そ の 材 料 と し て、 ２０００年 ６ 月 ２ 日 に 公 布 さ れ

た循環型杜会形成推進基本法および２０００年５月 に環境庁が発表した 「環境会計システムの確立

に向けて （２０００年 報告）」 についてを契機に、 今後、 一層の議論の発生が予想される環境会計シ

ス テ ム を 取 り 上 げ る。

ま ず、 循環 型杜会形成推進 基本法 （以下、 循環法と称する） であるが、 循環法を考察の対象

に取 り上 げた理 由として、 持続可能 な開発 を議論 するにあたって、 議論す
べき重要な課題の一

つ に循環 型杜会形成の 間題 があるからである。循環法の立法にあたっては、
『平成１１年１０月 ４目

の与党政策合意 において 「平成１２年度 を 「循環型 杜会 元年」 と位置づけ、 基本的枠組みとして

の 法 制 定 を 図 る こ と と さ れ た』
２〕こ と を 基 本 と し て い る。 循 環 法 は、 基 本 法 の 性 格 か ら、 循 環 型

杜会形成という目的に向 けて、 その
「あるべき姿」 を定め、 循環型杜会形成の当事者となる国、

地方公共団体、 事業者、 国民の果たすべき責務 を定めて いる。 循環 法の目的は、 その第１条に

て 「この法律は、 環境基本法…の基本理念にのっとり、 循環型 杜会 の形 成について、 基本 原則

を定め、 並びに国、 地方公共団体、 事業者及び国民の責務 を明 らかにすると とも に、 循環 型杜

会形成推進基本計画の策定その他循環型杜会の形成に関する施策の基本となる事項 を定めるこ

とにより、 循環型杜会の形成に関する施策を総合的かつ計画的 に推進 し、 もって現在及び 将来

の国民の健康で文化的な生活の確保に寄与することを目的とする」 と定めている。 また、 循環

法がいう 循環 型杜会とは第２条で 「…製品等が廃棄物等となることが抑制され、 並び に製品等

が循環 資源となっ た場合においてはこれについて適正に循環的な利用が行われることが促進さ

れ、 及 び循環 的な利用 が行 われない循環 資源 については適正な処分…が確保され、 もって天然

資源の消 費を抑制 し、 環境 への負荷 ができる 限り 低減 される杜会をいう」 とされている。

次 に環境会計システムで ある が、 環境庁の平成１２年５月１０目 の
「環 境会計シス テム の確 立に
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向けて （２０００年報告）」 についてのなかで、 環境会計システムについて次のように述
べられてい

る。
『「環 境 会 計 シ ス テ ム」 と は、 企 業 等 が、 持 続 可 能 な 発 展 を 目 指 し て、 杜 会 と の 良 好 な 関 係

を保ちつつ環境保全への取組を効率的かつ効果的に推進していくことを目的として、 事業活動

における環境保全のためのコス トとその活動により得 られた効果を可能 な限り定量的に把握（測

定） し、 分 析 し、 公 表 す る た め の 仕 組 み で あ る。 企 業 等 に と っ て は、 自 杜 の 環 境 保 全 へ の 取 組

をより効率的で効果 の高 いも のにしていく ための経営管理上の分析手段となる。 杜会にとっ て

は、 統 一的な枠 組みを通 して 企業 等の環境保全への敢組状況を理解できる有効な情報手段とな

る』。
昌）環 境 庁 が 示 す 内 容 か ら 理 解 で き る が、 環 境 会 計 シ ス テ ム の 目 指 す 根 底 に も、 持 続 可 能 な

開発へのア プローチ がある。 環境庁の報告では
「持続可能 な発 展」 という表現になっているが、

その意 味するところ は、
「持続可能な開発」 とほぼ同意義で捉えられる。持 続可能 な開発 の問題

は、 さま ざまな領域 からの議論が必 要となる が、 今 目、 環境会計シス テム も重要な議論 の一領

域 で あ る。

本稿の展開と して は、 循環型杜会形成の 問題 につ いて、 循環 法の立法趣 旨を考察の材料と し

て、 循環型杜会形成のために根本的 に必要とさ れる 基礎 的要素は何かにつ いて、 ま たその基礎

的要素 に環境会計が どのように関係するかという点 につ いて アウ トライ ンを描くこと を目的と

す る。 ま た、 本 稿 で は、 循 環 型 杜 会 形 成 に あ た っ て
「地 域 杜 会」 を 重 視 す る。 そ の 理 由 と し て、

従来から地球環境負荷の杜会的損失の原因と考 えら れてきたもの が、 地域杜会と密接に関係が

あるからである。 地球環境負荷の杜会的損失の原因と従来、 考 えられてきたことに次のことが

あ る。
４〕Ａ． 公 共 投 資 に よ る も の ： 大 規 模 地 域 開 発、 大 型 空 港、 港 湾、 幹 線 高 速 道 路、 自 動 車 道

路、 新 幹 線 網 等 の 交 通 手 段 Ｂ． 観 光 ・ 開 発 事 業、 不 動 産 業 に よ る も の ： 都 市 再 開 発、 住 宅 団

地、
ゴ ル フ 場、 観 光 開 発 Ｃ． 生 産 設 備、 生 産 工 程 １ 工 業 団 地、 コ ン ビ ナ ー ト （化 学、 石 油）

工 場 （鉄 鋼、 自 動 車、 半 導 体 等） 工 場 排 水、 煤 煙 Ｄ． 複 合 的 形 態 ： 企 業、 事 業 所 の 廃 棄 物、

生 活 排 水
、
Ｎ Ｏ・、

Ｓ Ｏ・、
ＣＯ・、 フ ロ ン、 メ

タ ン、
農 薬、

有 害 化 学 物 質 等、
タ ン カ ー か ら の 原 油 流

出、 戦 争、 核 実 験、 核 の 事 故。

Ａ からＤま でに掲 げたもの のなかには、 地域杜会と密接な関係があるものが多い。 Ａの公共

投 資 に よ る も の は、 地 域 杜 会 に 対 し て、 き わ め て 高 い 環 境 影 響 を 及 ぼ す。 Ｂ の 観 光 ・ 開 発 事 業、

不動産業 によるもの につ いても然 りであり、 Ｃの生産設備、 生産工程についても同様のことが

考 え ら れ る。 Ｄ の 複 合 的 形 態 の な か の 企 業、 事 業 所 の 廃 棄 物、 生 活 排 水 の 間 題 は、 ま さ に 地 域

杜会 に共通の問題で ある。

この よう に、 循環型杜会形成 を考えるにあたって地域杜会は種種の側面に密 接に関係 してい

る。 このこと は、 循環型 杜会形成の ために地 域杜会の担 う役割および行動が重要であり、 その

如何によって目指す循環型杜会形成の成否 に関 わっ てく る。 このような問題意識に基づき、 地

域杜会の視点か ら循環型杜会の形成、 すなわち循環 型地 域杜会の 形成 を考えていく必 要がある

と 考 え る。
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皿 循 環法の背景と地域社会の課題

循 環法が目指す循環 型杜会が何故、 早急に確立されなければならないか、 その背景について

は循環 法の立 法趣 旨から理解 することができるが、 以下の問題解決の必要性に迫られているか

ら で あ る 。
５）

① 廃棄物の発生量の高水準での推移

→ 近年、 一般廃棄物の発生量は約５千万 トン、 産
業廃 棄物 の発 生量 は約 ４億 トンで推移

② リサイ クルの一層の推進の要請

→ 平成８年度のリサイ クル率は、 一般廃棄物約１０％、 産業廃棄物約４２％

③ 廃棄物処理施設の立地の困難性

→ 平 成 ８ 年 度 の 最 終 処 分 場 の 残 余 年 数 は、 一 般 廃 棄 物 で８，８年、 産 業 廃 棄 物 で３．１年

④ 不 法 投 棄 の 件 数 は、 平 成１０年 度 で は１，２７３件 と、 平 成 ５ 年 度 の 約４．６倍 に 増 大

以上の① から④ま での『間題の解決のため、
「大量生産・大量消費・大量廃棄」 型の経済杜会

から脱却 し、 生産から流通、 消費、 廃棄 に至るま で物質 の効 率的な利用やリサイク ルを進 める

ことにより、 資源の消費が抑制され、 環境への負荷 が少 ない
「循環型 杜会」 を形成 すること が

急 務 に な っ て い る』。
６〕

循 環 法 は、 国、 地 方 公 共 団 体、 事 業 者、 国 民 に つ い て、 そ れ ぞ れ の 立 場 で の 責 務 を 明 確 に し

たうえで、 天然資源の消 費を抑制し、 環境への負荷ができる限り低減される杜会すなわち、 循

環型杜会の形成 を目的としたもの である。 本稿は、 循環型杜会の形成を遂行していく主体とし

て、 地 域 杜 会 を 重 視 す る。 そ こ で、 地 域 杜 会 と は 何 か と い う 点 で あ る が、 こ れ に は 種 種 の 議 論

がある ところである が、 本稿 は、 循環 法を考察 の材 料とする関係から地方公共団体を基礎とし

て地域杜会の単位と捉えることにする。地方公共団体とは、
「国家の領 域の 一定区域をその構 成

の基礎と し、 その 区域内の住民 を構成員と し、 その 区域にお ける 住民 の福 祉の 増進 のために公

共的な事務・事業を行うこと を存立目的と して、その存立目的達成のために区域内の居住者（住

民） 等に対し国法の認める範囲内で統治権 （自治権） を有する団体 （法人） をいう」。
７〕ここ で

は各都道府県、 各市町村を具体的な地域杜会の単位と して捉 える。

各都 道府県、 各市町村を地域杜会と捉えるならば、 その地域杜会を構成するものは、 そこで

の自治権をもつ地方公共団体、 そこで事業を営む事業者、 そこに住む住民な どで構成される。

地 域杜会の構成者 を自治権 をもつ地方 公共団体、 事業者、 地域の住民とみた場合、 循環 法では、

そ れぞれその責務 を明確 にしている。 地方 公共団体の責務については第１０条で
「地方公共団体

は、 基本原則 にのっとり、 循環資源 につい て適 正に循環 的な利用及 び処分が行われることを確

保するために必要な措置 を実施するほ か、 循環型杜 会の 形成 に関し、 国との適 切な役割 分担 を
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踏まえて、 その地方公共団体の区域の自然的杜
会的条件 に応 じた施策 を策 定し、 及 ぴ実施 する

責務を有する」 としている。 事業者 の責務については、 第１１条
① 項で「事業者 は基本原貝■」にのっ

とり、 その事
業活動 を行うに際しては、 原材料等がその 事業 活動 において廃 棄物等

となること

を抑制するため に必要な措置を講ずる ともに、原材料等がその事業活動において循環資源となっ

た場合には、 これについて自 ら適正 に循環的
な利用 を行 い、 若しく はこれについて適正に循 環

的な利用が行われるため に必要な措置 を講 じ、 又は循環 的な利用 が行われない循環 資源 につい

て自らの責任において適正に処分する責務 を有 する」 と して いる。

住 民 す な わ ち 国 民 の 責 務 は、 第１２条 で
「国 民 は、 基 本 原 則 に の っ と り、 製 品

を な る べ く 長 期 間

使用すること、 再生品を使用すること、 循環資源 が分別 して回収されることに協力 する
こと等

により、 製品等が廃棄物等 になること を抑制 し、 製 品等 が循 環資源となっ たものについて適正

に循環的な利用が行われること を促進 する よう努 めると とも に、 その適正な処 分に関し国及 び

地方公共団体の施策 に協力する責務 を有 する」 とさ れて いる。

地域杜会 を主体と した循環型杜会形成 を考 えると き、 循環 法が要求している責務 を住 民、 事

業者、 地方公共団体
がそ れぞれの立場 で履行 していく ことは当然 のことであるが、 これに加 え

て、 三者の責務の履行
が、 循環型 杜会形成 に向 かっ て最 大の効果 をもたらす必 要がある。 した

がって三者の責務の履行 が最適 に結合 する よう な仕組 みをつく らなければならない。 そしてこ

の仕組みづくりの第一歩となるの が地 域杜会 におい て、 より 多く の
「啓発 されたス テイ クホー

ル ダ ｒ
呂〕の 育 成 を し な け れ ば な ら な い と い う こ と で あ る。 ス テ イ ク ホ ー ル ダ ー に は、

「株 主、

債 権 者、 取 引 先、 消 費 者、 地 域 住 民、 従
業 員、 企 業 の 経 営 者」

９〕が 該 当 す る と さ れ、 ま た こ れ ら

に加えて、生活者や自治体もス テイ ク
ホールダーの範躊に入る。啓発 されたステイクホー ルダー

と は 「自 己 利 益 の 追 求 と 環 境 保 全 の 両 立 を 目 指 す ス テ イ ク ホ ー ル ダ ー」
１０〕の こ と で あ る。 こ こ

で は、 啓 発 さ れ た ス テ イ ク ホ
ー ル ダ ー の 考 え 方 を 基 本 と し つ つ、

「啓 発 さ れ た 地 域 杜 会」 の 育 成

という観点から考えてみる。筆者の考える啓発された地域杜会とは次のとおりである。
「地域 杜

会 を構成する地域の住民、 地域で事業 を行う企業経営者およ びそ の従業員、 そして その地域 に

自治権 をもつ地方公共団体およびその職員等が、 現代の環境 問題 に対 して、 関 心をもち、 一般

的な知識を有し、 話 し合いや議論 に参
加する姿勢 をもっているこ と、 かつ、 地 域杜会 における

環境問題に対して、 自立的に、 時 に
は協調的 に行動する意識 をもち、 実際に行動していること」

が そ の 主 た る 内 容 で あ る。

循 環 法 は、 基 本 法 と し て、 あ る べ き 姿 を 定 め て い る が、 こ の あ る べ き 姿 に 少 し で も 近 づ い て

い く た め に は、 そ の 根 底 と し て、 啓 発 さ れ た 地 域 杜 会 が 確 立 さ れ な け れ ば な ら な い。 そ し て、

啓発された地域杜会の確立こそが、 循環型地域杜会形成のための基礎 的要素 であると考 える。

それでは、 啓発され
た地域杜会を育成するため には何が必要 であろう か。 必要とさ れること は

多岐にわたるが、 まずもって
重要なのは、 地域杜会の構成者 が、 地球環境 問題や地域杜会内の

環境課題に関心をもつことが必要である。 この意味から今後の学校教育 にお ける環境教育や各
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都道府 県・ 市町村が実施 する環境教育は重要な役割を担う。 次に情報の共有化も特 に重要であ

る。 啓発さ れた地 域杜会を育成していく ためには、 地域杜会における環境情報を、 その地域杜

会 に所属 するステイクホー ルダー の問で共有し、 ある程度 は、地域 杜会の環 境の現状 につ いて、

互いに共通の認識 をもつ こと が必 要である。 なぜならば、 ス テイ クホールダー間で、 共通の認

識 を 共 有 す る こ と が で き れ ば、 そ れ は、 地 域 杜 会 の な か で の 環 境 課 題 に つ い て、 ス テ イ ク ホ ー

ル ダー間で有効な議論が なさ れる ための土壌 をつくるこ とに寄与するからである。 情報を共有

す る た め に は、 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ・ ツ ー ル が 必 要 で あ る。 こ の 役 割 を 環 境 会 計 が 担 っ て い く

ために、 現在、 多くの議論が展開されている。 循環型地域杜会形成の ため必要とされる基礎的

要 素 に 啓 発 さ れ た 地 域 杜 会 の 育 成 が あ り、 こ の た め に コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ・ ツ ー ル を 必 要 と し

て、 こ れ を 強 化 し て い く こ と が 重 要 で あ る。 本 稿 に お い て も コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ・ ツ ー ル と し

ての環境会計を重視 し、 循環型地域杜会形成と環境会計の関係 につい て以 下に述 べる。

皿 環境会 計との 関係

環境庁の 「環境 会計 シス テム の確 立に向けて （２０００年報告）」 についてのなかでも明記されて

い る が、 環 境 会 計 シ ス テ ム の も つ 外 部 機 能 と し て、 杜 会 と の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン が あ げ ら れ、

情 報 の 受 け 手 と し て、 消 費 者 ・ 取 引 先 ・ 投 資 家 ・ 金 融 機 関 ・ 地 域 住 民 ・ Ｎ Ｇ Ｏ ・ 行 政 ・
一 般 国

民 等 を あ げ て い る。 こ れ は、 環 境 会 計 シ ス テ ム の も つ 意 義 に つ い て、 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ・ ツ ー

ル と し て の 役 割 を 明 記 し た も の で あ る。

循環 型地 域杜会形成の観点から、 杜会とのコミュニケーション・ツールである環境会計シス

テム の役割 として期 待されることは、 環境情報 の公開により、 企業等とその周囲に存在するス

テイクホー ルダーとの間で、 環境についての情報を共有することを基礎として、 全体として環

境保全 への 意識 を高 め、 行動 レ
ベルにおいても環 境保全の方向に向かわせることである。 この

こ とは、 環 境会計の 有効性の 間題 である。 環境 会計の有効性について國部克彦氏は、 次のよう

に指摘する。
「ステイ クホールダーが環境間題に関して少 なくともある程度は啓発さ れているこ

と が必 要で、 啓発さ れたステイクホー ルダー なく して環 境会計の有効性は極めて少ないと考え

ら れ る」
ｌｌ）と し て い る。 こ れ は 妥 当 な 見 解 で あ る。 一 方、 環 境 会 計 シ ス テ ム そ れ 自 体 が 啓 発 さ

れたステイクホール ダー を養成 する可能性 はどうか。 つまり、 環 境会計情報を通じて、 地域杜

会 の ス テ イ ク ホ ー ル ダ ー が、 環 境 の 間 題 に つ い て
「い ま ま で、 知 ら な か っ た こ と を 知 る」 或 い

は、
「価値のある新しい情報を得る」 ということになれば、循環法 の趣 旨を実現 するための基礎

的要素 である啓発さ れた地域 杜会育成への一助となるの ではないか。 このことは、 環境会計シ

ステムが環境教育の」端 を担うの ではない かという 問題 でも ある。 環 境会 計システム が環境 教

育の一端 を担う前提として環境会計が杜会的に普及 し、 認識 される必 要がある。 循環型地 域杜

会形成と環境会計の関係 は、 この視点からも論 じら れるものと考 える。
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また、 循環法の立法趣旨で問題としたことが、 現実の産業界の動向にあらわれている面もあ

る。 一 例 を あ げ る と、 製 造 業 に お け る
ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 化 へ の 取 り 組 み が 増 加 し て い る こ と で

あ る。
「本 田 技 研 工 業 が 当 初 計 画 を 前 倒 し し、 近 く 国 内 全 ５ 事 業 所 で 達 成 す る ほ か、 キ ャ ノ ン、

コ ニ カ、 ブ リ ジ ス ト ン が そ れ ぞ れ、 ２００３年 か ら２００５年 に か け て 国 内 の 全 工 場 で
ゴ ミ 排 出 を ゼ ロ

にする計画を固めた。 埋め立て処分場の不足を背景に、 最終処分コストの増大が今後避けられ

な い と 判 断 し た た め」
１２〕で あ る。 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 化 へ の 取 り 組 み は、 環 境 会 計 で の 把 握 に 適

するものであり、 この点も循環法と環境会計が結びつく点である。

次に、 地方公共団体においても環境会計を導入する動きがでてきている。 東京都水 道局や横

須賀 市がその例 である。 今後、 地方公共団体においても環境会計導入がすすむことが予想 され

る。 その理 由として次のことが考えられる。 循環法と併せて
「国等による環 境物 晶等の調達の

推進 等に関する 法律」 （グリー ン購入法） が、 平成１２年５月３１日に公布された。 この法律の 目的

は、 第１ 条で
「国等による環境物 品等の調達の推進、 情報の提供その他 の環 境物 品等への需要

の転換 を促進 する ため に必 要な 事項 を定め、 環境への負 荷の少ない持続 的発展が 可能な杜会の

構築 を図る」 と している。 さ らに地方公 共団体による 調達 の推進 について第１０条で
「都道府県

及び市町村は、 毎年度、 環境物品等の調達方 針を作成 し、 当該方針 に基づき物品等の調達 を行

う よ う 努 め る。」 と し て い る。 さ ら に 同 法 で は、 環 境 物 品 等 に 関 す る 情 報 の 提 供 に つ い て、 国 に

よる情報提供及び検討の項目が設け られ、
「国は、 環境物品等に関する情 報提 供の状況 を整理、

分析 して提供するとともに、 適切な情報提供体制の在り方 について検討を行う」
１３〕とされてい

る。 同 法 の 施 行 は 平 成１３年 ４ 月 １ 目 か ら と な っ て い る。 同 法 の も つ こ れ ら の 内 容 か ら、 地 方 公

共団体に 拾ける環境会計の導入がすすむと考える。 なぜならば、 地方公共団体による環境物品

等 の 調 達 が す す む こ と は、 環 境 会 計 導 入 の 有 力 な 動 機 に な り え る か ら で あ る。 ま た、 同 法 で、

環境物品等に関する情報提供体制の在り方について検討されるが、 環境会計がその方法のひと

つとして選択 される可能性がある。

地 方公共団体における環 境会計の導入は基本的に歓迎すべきことである。 環境会計の導入 に

ついては現在、 企業 を中心に行 われているが、 ほとんどは大企業である。 地 方公 共団体の行動

は、 直接 的、 間接 的を間わ ずに地 域住民や地 域事業者に対する影響が大きい。 地方公共団体 に

よる環境会計の導入 で期待 される効 果で重要なことに次のことがあると 考える。 地域 杜会全般

つま り住民や事業者な どに環境会計 システム を認知 させ、 環 境会計情報 を媒 介と して、 環境情

報 を共有 していくという風土 を地域 杜会のな かにつく りあげる ということで ある。 また、 先に

も述べたとおり、 地方公共団体の行動 は、 地 域杜 会に対 して大 なり小なりの影響 を与える。 地

方公共団体の環境会計導入が契機となって、 地域 杜会内 にお ける地元企業、 特に中小企業にお

ける環境会計の導入が促進されることである。 地方の場合、 企業の構成としては中小企業の数

が圧倒的である。 地元自治体が、 環境会計を導入 し、 その自治体の公共事業に参加している地

元中小企業の例を考えてみる。 地域杜会内の環境保全 を総合的な見地からすすめていこうとす
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れば、 公共工事を計画する地元自治体、 その公共工事を請け負う地元中小企業がともに
「環境

会計による環境保全コス トの把握やその効果」 といったべ一スを共通してもっていることが望

ま しい。 この 考え方から地 方公共団体による環境会計の導入を契機に、 その地域内での地元企

業 による環境会計の導入が促進 される効果 が生じることが望ま れる。 環 境会計を現在の大企業

を中心と したものから、 中小企業による導入 につ なげていく ため、 ある いはひろく杜会全般に

環境会計を浸透させていくために、 今後、 地方公共団体による環境会計の導入 がすすむかどう

かは、 ひとつの大きなポイ ントになると考える。 環境会計導入の拡大については、 循環型地域

杜会 形成 と密 接に関係 してくる 部分 である。

１Ｖ おわりに

循環型地域杜会形成のため、 その基礎的条件と して、 啓発さ れた地域 杜会 が存在 しなければ

ならない。 そして、 啓発された地域杜会を実現していくために は、 地域杜会のな かで環境情報

を 共 有 す る た め の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ・ ツ ー ル が 必 要 で あ り、 こ の ツ ー ル が 有 効 に 機 能 し て い

ることが重要である。 このツー ルとして環境会計が有力 な可能性を有していることは間違いな

い。 環境 会計 が、 今後も より多くの企業、 地 方公 共団体等によって導入され拡大していくこと

が必 要である。 ま た、 このこと は環境会 計の発展の ためにも必 要である。
企業や地方公共団体

な どで、 環境会計の導入がすすめ ばすす むほど、 必要とさ れる こと は、 公表 された内容の客観

性や信用性の間題である。 特に企業では、 環境会計 を公表 した者の間 で
「環 境会 計の 客観 性や

信頼性」 を対象にした一種の競争が生じるであろう。 なぜなら ば、 企業 が環境会 計を導入 する

動機に、 マーケティ ングからの発想が存在していることは否定できない事実と考 えるから であ

る。 企業における環境会計の導入の動機が、 マーケティ ン グから発想される以上、 そこには必

ず他杜との差別化 が検討される。差別化の議論の対象 は、
「いかにすれ ば、 自杜の公表する環境

会 計が、 他 杜の 公表 する環境 会計 と比 較して客観性や信櫛性を維持することができるか」 とい

う 点 で あ る。こ の 状 況 が 本 格 化 す れ ば、循 環 型 地 域 杜 会 形 成 の た め の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ・ ツ ー

ルと しての環境会計 をさ らに整備 すること にも 寄与 する であろう。

本稿では、 循環型地域杜会形成と環境会計の関わり につい て考 察を行っ てきた。 議論の内容

と し て、 不 十 分 な 点 も あ る。 そ の 点 に つ い て は、 筆 者 の 力 不 足 と 今 後 の 課 題 と し て い た だ け れ

ば 幸 い で あ る。
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